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2014年度自治体労働者の賃金・労働条件等の

改善に関する重点要求書
日頃、地方行財政の確立と住民福祉の向上・地域活性化のためにご奮闘されていますことに敬意を表します。
さて、今年の人事院勧告においては、７年ぶりとなる給料表や一時金の増額改定が勧告されました。この間、自治体労働者の生活は、連年にわたる引き下げ勧告や給与構造改革による給与水準の低下に加え、財政を理由とした独自の賃金等の削減などにより、厳しい状況が常態化していましたが、久々の増額改定に大きな期待を寄せています。

しかし、恣意的に地方における官民較差を編み出し、給与制度の総合的見直しと称して2015年４月から地方におけるさらなる給与水準の引き下げを実施しようとしていますが、断じて認めることのできない内容です。
　つきましては、別記重点事項について要求しますので、貴職の見解を11月４日までにご回答ください。
別　記
記
（１）給料表の改定については、人事院勧告を最低限として改善すること。
（２）期末・勤勉手当については、人事院勧告を最低限として0.15月改善し、また、期末手当に一本化すること。さらに、勤勉手当の成績率の拡大及び勤務成績の反映は行わないこと。
（３）交通用具使用者の通勤手当については、人事院勧告を最低限として改善すること。
（４）寒冷地手当については、支給地域区分の見直しに際して引き上げとなる場合は人事院勧告を最低限として2014年11月からの支給より改善すること。一方、級地変更により引き下げとなる場合はメッシュデータの誤差を考慮し、現行の級地を維持すること。
（５）2015年４月からの給与制度の総合的見直し（公民比較に基づかない給料表の引き下げ等）は地方公務員へは導入しないこと。
（６）給与構造改革に伴う現給保障措置の廃止については、廃止せず制度を維持すること。
（７）高年齢層職員の昇給・昇格制度の見直しについては、国家公務員との人員構成や退職までの到達級などの違いを踏まえ、同様な見直しを行わないこと。
（８）現行賃金水準維持を基本に、次のとおり改善すること。
①　給料表は、国公行（一）水準で７級制以上とすること。
②　級別職務分類及び級別格付け基準など昇格・昇給基準の改善をはかること。
③　給与構造改革にともなう昇給号俸抑制措置は抑制した全号俸を復元すること。
④　号俸増設について、職員の在級実態に応じ、必要分を増設すること。

（９）自宅所有者の住居手当については、地方公務員の勤務の実態を踏まえ廃止せず、現行水準を維持すること。
（10）初任給を引き上げ（国公８号上位）、在職者調整を行うこと。

（11）「ラスパイレス指数」100未満水準の自治体の賃金を引き上げること。また、算定の方法については、地域手当や広域異動手当等を含めた比較方法とすること。
（12）財政危機を理由とした独自の給与削減は行わないこと。
（13）現業職員および中途採用者の賃金格差を解消すること。

（14）パート労働法の趣旨を地方公務員臨時・非常勤職員へ適用するとともに、今年7月に出された総務省通知を踏まえて、賃金・労働条件等を正規職員に準じて大幅に改善すること。また、雇い止めや任用の空白期間を作らないこと。さらに、非常勤職員の諸手当支給制限の撤廃（地方自治法203条の２の改正）に向け、国に働きかけること。
（15）公共サービス民間労働者の労働条件改善を進めること。

（16）時間外・休日勤務手当については、特に月45時間以上の割増率の引き上げを行うこと。
（17）民間の育児・介護休業法改正、国家公務員の制度改正を踏まえ、育児休業の取得制限の廃止、時間外勤務の制限、子の看護休暇の改善、介護のための短期の休業制度の新設などについて、措置すること。

（18）自治体の障害者雇用については、2013年４月から引き上げられた法定雇用率の達成と自治体独自雇用率の設置をはかること。
（19）地方独立行政法人制度の導入は行わないこと。導入を検討する場合は、十分な労使協議と合意を前提とすること。

（20）公共施設等の管理については直営を堅持し、やむを得ず指定管理者制度導入を検討する場合は十分な労使協議と合意に基づくこと。

（21）高齢者再任用制度は労使合意を原則として早期条例化し、臨時・非常勤等職員の雇用不安につながらないよう運用すること。
（22）雇用と年金の接続に向けては、定年年齢の段階的延長を基本方針とすること。また、それまでの間、再任用制度の義務化方針を踏まえ、年金が支給されない民間労働者の給与水準と均衡をはかるよう改善を行うこと。
（23）早期退職制度の導入にあっては、これまでの勧奨退職制度を精査し、国の割増率を最低基準として、自治体職場の実態を踏まえた検討を行うこと。
（24）自動失職の特例を定める「分限条例」を制定すること。

以　上
